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Ⅲ 認定の取得

　行動計画の策定・届出を行った事業主のうち、行動計画で設定した目標を達
成し、一定の基準を満たす事業主は、都道府県労働局に申請を行うことにより、
「子育てサポート企業」（くるみん認定企業）として、厚生労働大臣の認定を受
けることができます。
　また、くるみん認定企業のうち、より高い水準の取組を行った企業が、一定
の要件を満たした場合、優良な「子育てサポート企業」（プラチナくるみん認
定企業）として、厚生労働大臣の特例認定を受けることができます。プラチナ
くるみん認定企業は、行動計画策定義務が免除されるとともに、毎年少なくと
も１回、次世代育成支援対策の実施状況を公表する必要があります。
　さらに、令和4年4月1日、くるみん認定・プラチナくるみん認定の認定基
準の引き上げに伴い、新たに「トライくるみん認定」が創設されました。トラ
イくるみん認定の認定基準は令和4年度改正前のくるみん認定と同じになりま
す。
　なお、トライくるみん認定を受けていれば、くるみん認定を受けていなくて
も直接プラチナくるみん認定を申請できます。
　加えて、くるみん、プラチナくるみん、トライくるみんの一類型として、不
妊治療と仕事を両立しやすい職場環境に取り組む企業の認定制度「プラス」が
創設されました。

１　認定取得のメリット
　①�「くるみん」「プラチナくるみん」「トライくるみん」「くるみんプラス」マー
クを利用できます。

　　�　認定を受けると、「くるみん」「プラチナくるみん」「トライくるみん」「く
るみんプラス」マークを利用することができます。マークを商品や広告に
付すことで、仕事と子育ての両立支援に取り組む企業であることをＰＲで
き、優秀な人材の確保や企業のイメージ向上等につながります。

　②各府省庁における公共調達で有利になります。
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　●「くるみん」マーク�　
　�　「くるみん」という愛称には、赤ちゃんが
大事に包まれる「おくるみ」と「職場ぐるみ、
会社ぐるみ」で　仕事と子育ての両立支援に
取り組もうという意味が込められています。

　�　また、令和４年４月１日から特例認定基準
が改正されました。

　�　改正のポイントは以下のとおりです。

ポイント1

○くるみんの認定基準とマークが改正されました。
　①男性の育児休業等の取得に関する基準が改正されました。
　　男性の育児休業等取得率	 7%以上 → 令和4年4月1日以降:10%以上
　　男性の育児休業等・育児目的休暇取得率
	 15%以上 → 令和4年4月1日以降:20%以上
　②�認定基準に、男女の育児休業等取得率等を厚生労働省のウェブサイト「両
立支援のひろば」(https://ryouritsu.mhlw.go.jp/)で公表すること、が新た
に加わりました。

　　認定に関する経過措置
　　①�令和4年4月1日から令和6年3月31日の間の認定申請は、改正前の男性の育児

休業等の取得に関する水準でも基準を満たします。なお、この場合に付与されるマー
クは改正前マークとなります。

　　②�令和4年3月31日以前は改正前の基準を前提に取り組んでいるため、男性の育児
休業等の取得に関する基準の算出にあたって、令和4年4月1日以降から計画期
間の終期までを「計画期間」とみなし算出することも可能とします。� �
この場合に付与されるマークは改正後のマークとなります。
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　●「プラチナくるみん」マーク
　�　プラチナくるみんマークには、マントと王
冠がついており、くるみんマーク取得企業よ
りも両立支援の取組が進んでいることを表
現しています。

　�　カラーは、名称でもあるプラチナ色とし、
マントの色は企業のカラーに合った12色の
中から選択できます。

　�　令和４年４月１日からプラチナくるみん
の特例認定基準が改正されました。改正のポイントは以下のとおりです。

ポイント2

○プラチナくるみんの特例認定基準が改正されました。
　①男性の育児休業等の取得に関する基準が改正されました。
　　男性の育児休業等取得率
	 １３％以上 → 令和４年４月1日以降：３０％以上
　　男性の育児休業等・育児目的休暇取得率
	 ３０％以上 → 令和４年４月1日以降：５０％以上
　②女性の継続就業に関する基準が改正されました。
　�　出産した女性労働者及び出産予定だったが退職した女性労働者のうち、子
の１歳時点在職者割合

	 ５５％以上 → 令和４年４月1日以降：７０％以上
　　特例認定に関する経過措置
　　①�令和４年４月１日から令和６年３月３１日の間の認定申請は、改正前の男性の育児

休業等の取得に関する基準や女性の継続就業に関する水準でも基準を満たします。
　　②�令和４年３月３１日以前は改正前の基準を前提に取り組んでいるため、男性の育

児休業等の取得に関する基準や女性の継続就業に関する基準の算出にあたって、
令和４年４月１日以降から計画期間の終期までを「計画期間」とみなし算出するこ
とも可能とします。

　　特例認定の取消に関する経過措置
　　�プラチナくるみんは認定取得後、「両立支援のひろば」にて公表した「次世代育成
支援対策の実施状況」が同じ項目で２年連続で基準を満たさなかった場合に取消の
対象となりますが、今回の認定基準の改正に伴い、公表前事業年度が令和４年４月
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１日から令和５年３月３１日までの期間を含む場合は、新基準を満たしていなくても改正
前の基準を満たしていれば取消しの対象とはなりません。

経過措置の詳細は厚生労働省ホームページをご覧ください。
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_11367.html

　●「トライくるみん」マーク
　�　令和４年４月からスタートした新しい認
定制度です。

　�　認定を受けると、くるみん認定、プラチナ
くるみん認定と同じように、トライくるみん
マークを、商品、広告、求人広告などに付け
ることができ、子育てサポート企業であるこ
とをPRできます。

　�　なお、トライくるみん認定を受けていれ
ば、くるみん認定を受けていなくても直接プラチナくるみん認定を申請でき
ます。

　●不妊治療と仕事の両立に関する制度「プラス」
　�　令和４年４月からスタートした新しい認定制度です。
　�　認定を受けると、くるみん認定、プラチナくるみん認定、トライくるみん
認定にプラスマークを追加して、商品、広告、求人広告などに付けることが
でき、子育てサポート企業であることにプラスして、不妊治療と仕事との両
立をサポートする企業であることもPRできます。

　�　認定を受けるためには、くるみん等の認定基準を満たした上で、４項目の
プラス認定基準を全て満たす必要があります。
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２　認定基準（令和６年１月現在）
厚生労働省リーフレット「くるみん認定、プラチナくるみん認定の認定基準等が改正されました！
新しい認定制度もスタートしました！」より抜粋。

改正前くるみん、トライくるみん、新くるみん認定基準

１�．雇用環境の整備について、行動計画策定指針に照らし適切な行動計画を策定したこと。

２．行動計画の計画期間が、２年以上５年以下であること。

３．策定した行動計画を実施し、計画に定めた目標を達成したこと。

４．策定・変更した行動計画について、公表および労働者への周知を適切に行っていること。

５�．次の（１）または（２）のいずれかを満たしていること。
（１�）計画期間における、男性労働者の育児休業等取得
率が７％以上であること。

（２�）計画期間における、男性労働者の育児休業等取得
率および企業独自の育児を目的とした休暇制度利用
率が、合わせて１５％以上であり、かつ、育児休業
等を取得した者が１人以上いること。

５�．次の（１）または（２）のいずれかを満たしていること。
（１�）計画期間における、男性労働者の育児休業等取得
率が１０％以上であり、当該割合を厚生労働省のウェ
ブサイト「両立支援のひろば」で公表していること。

（２�）計画期間における、男性労働者の育児休業等取得
率および企業独自の育児を目的とした休暇制度利用
率が、合わせて２０％以上であり、当該割合を厚生
労働省のウェブサイト「両立支援のひろば」で公表
していること、かつ、育児休業等を取得した者が１
人以上いること。

＜労働者数が３００人以下の一般事業主の特例＞
　計画期間内に男性の育児休業等取得者または企業独自の育児を目的とした休暇制度を利用した者がいない場合で
も、①～④のいずれかに該当すれば基準を満たす。

①�　計画期間内に、子の看護休暇を取得した男性労働
者がいること（１歳に満たない子のために利用した場
合を除く）

①�　計画期間内に、子の看護休暇を取得した男性労働
者がいること（１歳に満たない子のために利用した場
合を除く）、かつ、当該男性労働者の数を厚生労働省
のウェブサイト「両立支援のひろば」で公表してい
ること。

②�　計画期間内に、中学校卒業前（１５歳に達した後の
最初の３月３１日まで）の子を育てる労働者に対する
所定労働時間の短縮措置を利用した男性労働者がい
ること。

②�　計画期間内に、中学校卒業前（１５歳に達した後の
最初の３月３１日まで）の子を育てる労働者に対する
所定労働時間の短縮措置を利用した男性労働者がい
ること、かつ、当該男性労働者の数を厚生労働省の
ウェブサイト「両立支援のひろば」で公表している
こと。

③�　計画期間とその開始前の一定期間（最長３年間）を
合わせて計算したときに、男性の育児休業等取得率
が７％以上であること。

③�　計画期間とその開始前の一定期間（最長３年間）を
合わせて計算したときに、男性の育児休業等取得率
が１０％以上であり、当該割合を厚生労働省のウェブ
サイト「両立支援のひろば」で公表していること。

④�　計画期間において、小学校就学前の子を養育する
男性労働者がいない場合、中学校卒業前（１５歳に達
した後の最初の３月３１日まで）の子または小学校就
学前の孫について、企業独自の育児を目的とした休
暇制度を利用した男性労働者がいること。

④�　計画期間において、小学校就学前の子を養育する
男性労働者がいない場合、中学校卒業前（１５歳に達
した後の最初の３月３１日まで）の子または小学校就
学前の孫について、企業独自の育児を目的とした休
暇制度を利用した男性労働者がいること、かつ、当
該男性労働者の数を厚生労働省のウェブサイト「両
立支援のひろば」で公表していること。
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６�．計画期間における、女性労働者の育児休業等取得率
が、７５％以上であること。
＜労働者数が300人以下の一般事業主の特例＞
　計画期間内の女性の育児休業等取得率が７５％未満
だった場合でも、計画期間とその開始前の一定期間（最
長３年間）を合わせて計算したときに、女性の育児休業
等取得率が７５％以上であれば基準を満たす。

６�．計画期間における、女性労働者の育児休業等取得率
が、 ７５％以上であり、当該割合を厚生労働省のウェ
ブサイト「両立支援のひろば」で公表していること。
＜労働者数が300人以下の一般事業主の特例＞
　計画期間内の女性の育児休業等取得率が７５％未満
だった場合でも、計画期間とその開始前の一定期間（最
長３年間）を合わせて計算したときに、女性の育児休業
等取得率が７５％以上であり、当該割合を厚生労働省の
ウェブサイト「両立支援のひろば」で公表していれば
基準を満たす。

７�．３歳から小学校就学前の子どもを育てる労働者について、「育児休業に関する制度、所定外労働の制限に関する
制度、所定労働時間の短縮措置または始業時刻変更等の措置に準ずる制度」を講じていること。

８�．計画期間の終了日の属する事業年度において次の（１）と（２）のいずれも満たしていること。
（１�）フルタイムの労働者等の法定時間外・法定休日労働時間の平均が各月４５時間未満であること。
（２�）月平均の法定時間外労働６０時間以上の労働者がいないこと。

９�．次の①～③のいずれかの措置について、成果に関する具体的な目標を定めて実施していること。
　①　所定外労働の削減のための措置
　②　年次有給休暇の取得の促進のための措置
　③�　短時間正社員制度、在宅勤務、テレワークその他働き方の見直しに資する多様な労働条件の整備のための措

置

１０．法および法に基づく命令その他関係法令に違反する重大な事実がないこと。

新プラチナくるみん認定基準

１～４．改正前くるみん、トライくるみん、新くるみん認定基準１～４と同一

５. 次の（１）または（２）のいずれかを満たしていること。
（１）計画期間における、男性労働者の育児休業等取得率が３０％以上であること。
（２�）計画期間における、男性労働者の育児休業等取得率および企業独自の育児を目的とした休暇制度利用率が、
合わせて５０％以上であり、かつ、育児休業等を取得した者が１人以上いること。

＜労働者数が３００人以下の一般事業主の特例＞
　計画期間内に男性の育児休業等取得者または企業独自の育児を目的とした休暇制度を利用した者がいない場合で
も、①～④のいずれかに該当すれば基準を満たす。
①�　計画期間内に、子の看護休暇を取得した男性労働者がいること。（１歳に満たない子のために利用した場合を除
く）
②�　計画期間内に、中学校卒業前（１５歳に達した後の最初の３月３１日まで）の子を育てる労働者に対する所定労働
時間の短縮措置を利用した男性労働者がいること。
③�　計画期間とその開始前の一定期間（最長３年間）を合わせて計算したときに、男性の育児休業等取得率が３０％
以上であること。
④�　計画期間において、小学校就学前の子を養育する男性労働者がいない場合、中学校卒業前（１５歳に達した後
の最初の３月３１日まで）の子または小学校就学前の孫について、企業独自の育児を目的とした休暇制度を利用し
た男性労働者がいること。

６～８．改正前くるみん、トライくるみん認定基準６～８と同一
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９�．次の①～③のすべての措置を実施しており、かつ、①または②のうち、少なくともいずれか一方について、定
量的な目標を定めて実施し、その目標を達成したこと。
　①　所定外労働の削減のための措置
　②　年次有給休暇の取得の促進のための措置
　③　短時間正社員制度、在宅勤務、テレワークその他働き方の見直しに資する多様な労働条件の整備のための措
置

１０．次の（１）または（２）のいずれかを満たしていること。
（１�）子を出産した女性労働者のうち、子の１歳誕生日まで継続して在職（育児休業等を利用している者を含む）
している者の割合が９０％以上であること。

（２�）子を出産した女性労働者および子を出産する予定であったが退職した女性労働者の合計数のうち、子の１歳
誕生日まで継続して在職している者（子の１歳誕生日に育児休業等を利用している者を含む）の割合が７０％以
上であること。

＜労働者数が３００人以下の一般事業主の特例＞
　計画期間中に（１）が９０％未満でかつ（２）が７０％未満だった場合でも、計画期間とその開始前の一定期間（最
長３年間）を合わせて計算したときに、上記の（１）が９０％以上または（２）が７０％以上であれば、基準を満たす。

１１�．育児休業等をし、または育児を行う女性労働者が就業を継続し、活躍できるような能力の向上またはキャリ
ア形成の支援のための取組にかかる計画を策定し、実施していること。

１２．改正前くるみん、トライくるみん、新くるみん認定基準１０と同一

○�プラチナくるみんを取得した企業は、その後の行動計画策定・届出の代わりに「次世代育成支援対策の実施状況」
について毎年少なくとも１回、
　　�公表日の前事業年度（事業年度＝各企業における会計年度）の状況を「両立支援のひろば」で公表する必要があ

ります。
　　・１回目の公表は、プラチナくるみん取得後おおむね３ヶ月以内
　　・２回目の公表は、公表事業年度終了後おおむね３ヶ月以内に行ってください。

「両立支援のひろば」https://ryouritsu.mhlw.go.jp/
は、厚生労働省が運営するウェブサイトです。
　・一般事業主行動計画を公表する「一般事業主行動計画公表サイト」
　・�自社の両立支援の取組状況をチェックし、その結果を踏まえ一般事業主行動計画を作成
できる「両立診断サイト」

　・�企業や労働者向けのお役立ち情報　　など、
職場で両立支援を進めるための各種情報を検索・閲覧できます。ぜひご活用ください。

不妊治療と仕事との両立に関する認定基準

くるみん、プラチナくるみん、トライくるみんの一類型として、不妊治療と仕
事を両立しやすい職場環境整備に取り組む企業の認定制度「プラス」が創設さ
れました。
１�．受けようとするくるみんの種類に応じた認定基準を満たしていること。
※�例えば、不妊治療と仕事を両立しやすい職場環境整備に取り組む企業として
くるみんプラス認定を受けようとする場合、くるみん認定基準の１～１０を
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満たす必要があります。
２．次の（１）～（４）をいずれも満たしていること。
（１） 次の①及び②の制度を設けていること。
　①　�不妊治療のための休暇制度（多様な目的で利用することができる休暇制

度や利用目的を限定しない休暇制度を含み、年次有給休暇は含まない。）
　②　�不妊治療のために利用することができる、半日単位・時間単位の年次有

給休暇、所定外労働の制限、時差出勤、フレックスタイム制、短時間勤務、
テレワークのうちいずれかの制度

（２�） 不妊治療と仕事との両立に関する方針を示し、講じている措置の内容と
ともに社内に周知していること。

（３�） 不妊治療と仕事との両立に関する研修その他の不妊治療と仕事との両立
に関する労働者の理解を促進するための取組を実施していること。

（４�） 不妊治療を受ける労働者からの不妊治療と仕事との両立に関する相談に
応じる担当者を選任し、社内に周知していること。

　※�不妊治療と仕事を両立しやすい職場環境整備に取り組む企業としてプラチナくるみん
プラス認定を受けた企業は、毎年少なくとも１回、２（１）①の不妊治療のための休
暇制度の内容、２（１）②の制度のうち講じているものの内容、２（３）の不妊治療
と仕事との両立に関する労働者の理解を促進するための取組の内容について、公表
日の前事業年度における状況を「両立支援のひろば」で公表する必要があります。
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令和5年12月現在、厚生労働省労働政策審議会雇用環境・均等分科会に
おいて、令和7年4月1日以降の次世代育成支援対策推進法の延長、育児・
介護休業法の改正に向けた検討が進んでいます。

仕事と育児・介護の両立支援対策の充実について
(令和5年12月26日労働政策審議会雇用環境・均等分科会報告)概要

I はじめに

○ �男女とも育児・家事を担いつつ、希望に応じて仕事やキャリア形成との両
立が可能となるようにしていくことが重要な課題であり、また、男女とも
に働き方を見直していくことは、少子化対策にも資する。

○ �介護休業を始めとした両立支援制度が知られずに利用されていないことや、
制度の趣旨への理解が不十分で効果的な利用がされていないことから両立
が困難となっている状況を改善し、介護離職を防止していくことが喫緊の
課題である。

II 必要な措置の具体的内容

1　子の年齢に応じた両立支援に対するニーズへの対応
(1) 子が3歳になるまでの両立支援の拡充
　○ テレワークを活用促進するため、事業主の努力義務とする。
　○� 短時間勤務制度について、1日6時間を必置とした上で、他の勤務時間
も併せて設定することを促進するとともに、短時間勤務制度を講ずること
が困難な場合の代替措置にテレワークを追加する。

(2) 子が3歳以降小学校就学前までの両立支援の拡充
　○� 各職場の事情に応じて、事業主が柔軟な働き方を実現するための措置の
選択肢(※)から労働者が選択可能なものを2以上選択して措置を講じる義
務を設け、労働者はその中から1つ選べることとする。

　　(※�)始業時刻等の変更、テレワーク等、短時間勤務制度、保育施設の設置
運営等、新たな休暇の付与

　○� 労働者は権利として子が小学校就学前まで所定外労働の制限(残業免除)
を請求できることとする。

(3) 子の看護休暇制度の見直し
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　○� 感染症に伴う学級閉鎖等や子の行事参加(子の入園式、卒園式及び入学式
を対象)にも利用できるようにし、請求できる期間は、小学校3年生修了
時までとする。

(4) 育児期の両立支援のための定期的な面談
(5) 心身の健康への配慮
2　仕事と育児の両立支援制度の活用促進
(1) 制度の活用をサポートする企業や周囲の労働者に対する支援
(2) 育児休業取得状況の公表
　○� 男性の育児休業取得率の公表義務の対象を、常時雇用労働者数 1,000人超
の事業主から300人超の事業主に拡大する。

3　次世代育成支援に向けた職場環境の整備
　○ 次世代育成支援対策推進法を令和17年3月末まで延長する。
　○� 企業の取組促進のため、一般事業主行動計画について、男性の育児休業
取得率や時間外労働に関するPDCAサイクルの確立や数値目標の設定を義
務付ける。

　○� 「男女とも仕事と子育てを両立できる職場」を目指す観点から、一般事業
主行動計画策定指針を見直す。

　○� 「くるみん」などの認定基準を見直す。
4　介護離職を防止するための仕事と介護の両立支援制度の周知の強化等
　○� 事業主に以下の措置を講ずることを義務付ける。
　　・�介護に直面した労働者が申出をした場合に、両立支援制度等に関する情

報の個別周知・意向確認
　　・�介護に直面するよりも早期(40歳等)の情報提供
　　・�研修や相談窓口の設置等の雇用環境の整備
　○ 介護期の働き方について、テレワークを事業主の努力義務とする。
5　個別のニーズに配慮した両立支援
　○� 子に障害がある場合等の要介護状態の判断基準について今後さらに検討する。
　○� 事業主に、妊娠・出産の申出時や子が3歳になるまでの適切な時期の面
談等の際に、労働者の仕事と育児の両立に係る個別の意向の聴取とその意
向への配慮を義務付ける。

6�　仕事と育児・介護との両立支援に当たって必要な環境整備(プライバシーへの配慮等)
� 等




